通所リハビリテーション
介護予防通所リハビリテーション
（介護保険）
契約書

さくま内科・脳神経内科クリニック

通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーション契約書

利用者　　　　　　　　　様（以下、利用者）と、さくま内科・脳神経内科クリニック（以下、当事業者）は、通所リハビリテーションサービスの利用に関して、次のとおり契約を結ぶ。

第１条（目的）

１．当事業者は、介護保険法令の趣旨に従って、利用者がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の機能の維持回復を図ることを目的として、通所リハビリテーションサービスを提供する。

２．当事業者は、通所リハビリテーションサービスの提供にあたっては、利用者の要介護状態区分及び利用者の被保険者証に記載された認定審査会意見に従う。

第２条（契約期間）

１．契約期間は、西暦     年  　月  　日から西暦     年 　 月 　 日までとする。
但し、上記の契約期間の満了日前に、利用者が要介護区分の変更の認定を受け、要介護（支援）認定有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護（支援）認定有効期間の満了日までとする。

２．前項の契約期間の満了日の７日前までに利用者から更新拒絶の意思表示がない場合は、この契約は同一の内容で自動更新し、その後もこれに準じて更新する。

３．本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、更新前の契約期間の満了日の翌日から更新後の要介護（支援）認定期間の満了日までとする。
第３条（運営規程の概要）

１．当事業者の運営規程の概要（事業の目的、職員の体制、通所リハビリテーションサービスの内容等）は、別紙重要事項説明書に記載したとおりとする。

第４条（通所リハビリテーション計画の作成・変更）

１．当事業者は、医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、通所リハビリテーション計画を作成する。この計画には、通所リハビリテーションサービスの目標や目標達成のための具体的なサービス内容等を記載する。居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成する。

２．当事業者は、次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する通所リハビリテーションサービスの目的に従い、通所リハビリテーション計画の変更を行う。

（1） 利用者の心身の状況、環境等の変化により、当該通所リハビリテーション計画を変更する必要がある場合。

（2） 利用者が通所リハビリテーションサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合。
３．当事業者は、通所リハビリテーション計画を作成し、又は変更した際には、これを利用者及び家族に対し説明し、その同意を得る。

第５条（通所リハビリテーションサービスの内容及びその提供）

１．当事業者は、第４条に定めた通所リハビリテーション計画に沿って、通所リハビリテーションを提供する。

第６条（サービス提供の記録）

１．当事業者は、利用者の通所リハビリテーションサービス提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後５年間は保管する。

２．当事業者は、利用者が記録の閲覧を求めた場合には、原則としてこれに応じる。但し、家族その他の者に対しては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り、これに応じる。

第７条（居宅介護支援事業者等との連携）

１．当事業者は、利用者に対して通所リハビリテーションサービスを提供するに当たり、利用者が依頼する居宅介護支援事業者又はその他保険・医療・福祉サービスを提供する者との密接な連携を行う。

第８条（協力義務）

１．利用者は、当事業者が利用者のために通所リハビリテーションサービスを提供するに当たり、可能な限り当事業者に協力する。

第９条（サービス窓口）

１．当事業者は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、当事業者が提供した通所リハビリテーションサービスについて、利用者又は利用者の家族からの問い合わせがある場合は、迅速かつ誠実に必要な対応を行う。

第１０条（緊急時の対応）

１．当事業者は、現に通所リハビリテーションサービスの提供を行っているときに利用者に容体の急変が生じた場合、速やかに主治医に連絡を取るなど必要な対応を講じる。

第１１条（費用）

１．当事業者が提供する通所リハビリテーションサービスの利用単位毎の利用料その他の費用は、別紙重要事項説明書に記載したとおりとする。

２．利用者は、サービスの対価として、月ごとに算定された利用者負担額を当事業者に支払う。

３．当事業者は、通所リハビリテーションサービスの利用単位毎の利用料及びその他の費用の額を変更しようとする場合は、１か月前までに利用者に対し通知し、変更を申し出る。

第１２条（利用者負担額の滞納）

１．利用者が正当な理由なく利用者負担額を２か月以上滞納し、催促したにもかかわらず３０日以内に支払われない場合には契約を解除する。

第１３条（秘密保持）

１．当事業者とその職員は、業務上知り得た利用者又は家族等に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らさない。但し、次の各号についての情報提供については、利用者及び家族から予め同意を得た上で行う。

（１）介護保険サービス利用のための市町村、居宅介護支援事業者その他の介護保険事業者等への情報提供、あるいは、適切な居宅療養のための医療機関等への療養情報の提供。

２．当事業者は、利用者に関する個人情報を「当院における患者様の個人情報利用目的」に定める以外に利用しない。ただし、これらの目的以外に利用する必要が生じた際には、改めて利用者から同意を得る。
３．前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとする。
第１４条（虐待防止のための措置に関する事項）

１．当事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じる。

　（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催する。

　（２）虐待防止のための指針を整備する。

　（３）従業者に対して、虐待防止のための研修会を定期的に実施する。

　（４）虐待防止の措置を講じるための担当者を配置する。

第１５条（身体拘束）

１．当事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下、身体的拘束等）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとする。

第１６条（感染症の予防及びまん延防止のための措置に関する事項）

１．当事業者は、感染症の予防及びまん延防止のため、以下の措置を講じる。

（１）感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催する。

（２）感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。

（３）従業者に対して、感染症の予防及びまん延防止のための研修会を定期的に実施する。

第１７条（業務継続計画の策定等）

１．当事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する通所リハビリテーションサービスの提供を継続し、非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務計画に従い必要な措置を実施する。

２．当事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

第１８条（利用者の解除権）
１．利用者は７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解除することができる。
第１９条（当事業者の解除権）

１．当事業者は、利用者が法令違反又はサービス提供を阻害する行為をなし、当事業者の再三の申し入れにもかかわらず、改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目的を達することが困難になったときは、３０日間以上の予告期間をもってこの契約を解除する。　

　　

第２０条（契約の終了）

１．次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了する。

（１）利用者が要介護（支援）認定を受けられなかった場合。
　（２）第２条１項及び２項により、契約期間満了日の７日前までに利用者から更新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了した場合。

　（３）利用者が第１８条により契約を解除した場合。

　（４）当事業者が第１２条又は第１９条により契約を解除した場合。

　（５）利用者が介護保険施設や医療施設等へ入所または入院した場合。

（６）利用者が死亡した場合。

（７）その他、当事業者がサービス提供に不適と判断した場合。

第２１条（損害賠償）

１．当事業者は、通所リハビリテーションサービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族に連絡するとともに、必要な措置を講じる。

２．前項において、事故により利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害が発生した場合は、当事業者は速やかにその損害を賠償する。ただし、当事業者に故意・過失がない場合はこの限りではない。

３．前項の場合において、当該事故発生につき利用者に重過失がある場合は、損害賠償の額を減額する。
４．次の各号に該当する場合は、当事業者は損害賠償責任を免れる。

（１）利用者が、利用者の心身の状況及び病歴の重要事項について故意にこれを告げず、又は不実告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。

（２）利用者が、サービス実施のための必要な事項に関する聴取・確認に対して、故意にこれを告げず、又は不実告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。

（３）利用者の急激な体調の変化等、当事業者が実施したサービスを原因としない事由に専ら起因して損害が発生した場合。

（４）利用者が、当事業者の指示・依頼に反して行った行為に起因して損害が発生した場合。
第２２条（利用者の代理人）

１．利用者は、代理人を選任してこの契約を締結させることができ、また契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができる。

第２３条（協議事項）

１．この契約に定めない事項については、介護保険法等の関係法令に従う。

（別紙）通所リハビリテーション重要事項説明書

通所リハビリテーションサービスの提供にあたり、当事業者が説明すべき重要事項は以下のとおりとします。

１．通所リハビリテーションサービスを提供する事業者（法人）について
	法人の名称
	医療法人　聡智会

	代表者名
	院長　佐久間　研司

	所在地・連絡先
	住所：鳥取県米子市長砂町５９－１

電話：０８５９－３０－２０００　FAX：０８５９－３０－２００１


２．サービス提供を実施する事業所の概要

(１)事業所名称及び事業所番号

	事業所名
	さくま内科・脳神経内科クリニック

	所在地・連絡先
	住所：鳥取県米子市長砂町５９－１

電話：０８５９－３０－２０００　FAX：０８５９－３０－２００１

	介護保険事業者番号
	３１１０２１３５２１

	管理者名
	院長　佐久間　研司


(２)事業の目的及び運営の方針
	事業の目的
	医療法人聡智会が開設するさくま内科・脳神経内科クリニック（以下「事業所」という）が行う、指定通所リハビリテーション及び指定介護予防通所リハビリテーション（以下「通所リハビリテーション等」という）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の従業者が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、要介護状態(介護予防通所リハビリテーションにあたっては要支援状態)と認定された利用者（以下「利用者」という）に対し、介護保険法の趣旨に従って通所リハビリテーション等を提供することを目的とする。

	運営の方針
	①事業所の従業者は、利用者が、居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、理学療法及びその他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能維持向上を図るものとする。

②通所リハビリテーション等の実施に当たっては、利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するようその目的を設定し、その目的に沿ったリハビリテーションを計画的に行う。

③通所リハビリテーション等の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、地域の保健・医療・福祉サービスとの密接な連携を図り、利用者が地域において総合的サービス提供を受けることができるよう努めるものとする。
④サービス提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は家族に対して療養上必要な事項について理解しやすいように指導又は説明を行うとともに、利用者の同意を得て実施するよう努めるものとする。


(３)営業日及び営業時間
	月曜日～土曜日
	月曜～金曜　９時００分～１９時００分　　　　　　           　　　　　　　　　土曜（午前）９時００分～１２時００分

	休日
	土曜（午後）、日曜、祝日、年ごとに定める盆休み、年末年始


(４)サービス提供時間と１単位あたりの利用定員
	月・木・金曜日
	９時００分～１２時００分

	利用定員
	３人


(５)事業所の職員体制

	
	常　勤
	非常勤
	

	医師
	１人
	
	通所リハビリテーション等を実施するにあたり、リハビリテーション計画の作成に係る診療を実施

	理学療法士
	２人
	１人
	通所リハビリテーション等の提供にあたる

	作業療法士
	０人
	
	

	言語聴覚士
	０人
	
	


(６)事業の実施地域

	通常実施地域
（送迎ありの場合）
	事業所から３km圏内（当事業所から往復３０分程度の範囲内）

	送迎なしの場合
	定めなし


※基本的に事業所から３㎞圏外の場合は送迎を行っておりません。
３．提供するサービスの内容及び費用について

(１)提供するサービス内容

	サービス区分と種類
	サービス内容

	1時間以上２時間未満の

指定通所リハビリテーション

（指定介護予防通所リハビリ
テーション）
	医師の指示のもと、理学療法士が利用者様の日常生活がより活動的なものとなるように、通所リハビリテーション計画に沿って、１時間以上２時間未満の個別リハビリテーションを提供する。
具体的な訓練内容は以下のとおりとする。

①運動療法(関節可動域練習、筋力強化練習、歩行練習、日常生活動作(ADL)に関する練習等)

②ニューステップ等の機器を用いた訓練
③物理療法(ホットパック、干渉波)

④自主トレーニング指導(各個人に合わせて自宅で行える運動を立案)


(２)通所リハビリテーション利用料（１時間以上２時間未満、１単位＝１０．００円）

	要介護の場合（１日につき）

	項目
	単位
	単価
	利用者負担

（1割の場合）

	要介護１
	３６９単位/日
	３６９０円/日
	３６９円/日

	要介護２
	３９８単位/日
	３９８０円/日
	３９８円/日

	要介護３
	４２９単位/日
	４２９０円/日
	４２９円/日

	要介護４
	４５８単位/日
	４５８０円/日
	４５８円/日

	要介護５
	４９１単位/日
	４９１０円/日
	４９１円/日

	短期集中個別リハビリ
テーション実施加算

（退院・退所・認定日より
３ヵ月以内）
	１１０単位/日
	１１００円/日
	１１０円/日

	サービス提供体制強化加算Ⅲ
	６単位/日
	６０円/日
	６円/日

	退院時共同指導加算

（退院につき１回まで）
	６００単位/回
	６０００円
	６００円

	送迎を行わなかった場合の減算
	－４７単位/片道
	－４７０円/片道
	－４７円/片道

	要支援の場合（１月につき）

	項目
	単位
	単価
	利用者負担

（1割の場合）

	要支援１
	２２６８単位/月
	２２６８０円/月
	２２６８円/月

	要支援２
	４２２８単位/月
	４２２８０円/月
	４２２８円/月

	サービス提供体制強化加算Ⅲ
	２４単位/月

または
４８単位/月
	２４０円/月
または

４８０円/月
	２４円/月
または

４８円/月

	退院時共同指導加算

（退院につき１回まで）
	６００単位/回
	６０００円
	６００円

	利用開始日に属する月から
１２ヵ月超
	－１２０単位/月または

－２４０単位/月
	－１２００円/月または

－２４００円/月
	－１２０円/月

または

－２４０円/月


※上記は、要介護者は１日あたりの利用料、要支援者は１ヵ月あたりの利用料となっています。
※短期集中個別リハビリテーション実施加算は、退院後又は認定日より３ヵ月以内でかつ週２回以上の場合に加算します。（要介護のみ）
※サービス提供体制強化加算Ⅲは、勤続年数７年以上の理学療法士が在籍する事業所において算定できる加算です。

※退院時共同指導加算は、入院中の者が退院するにあたり、通所リハビリテーション事業所の医師又は理学療法士が退院前カンファレンスに参加し、退院時共同指導を行った後に、当該者に対する初回の通所リハビリテーションを行った場合に、当該退院につき１回に限り加算します。

※介護予防通所リハビリテーション（要支援）では、利用開始から１２ヵ月を超える場合は、要支援１では１２０単位/月の減算、要支援２では２４０単位/月の減算になります。

※介護保険での給付の範囲を超えたサービスの利用料金は、全額が利用者の自己負担となりますのでご相談ください。
※通常の事業実施地域以外の送迎には別途送迎費が発生する場合があります。
(３)その他の費用
　　　サービス実施に必要な居宅の水道・ガス・電気・電話等の費用は、利用者負担となります。
(４)利用料等のお支払い方法

利用月の月末で締め、翌月の利用時に前月分をまとめてお支払いいただくようになります。
金額については、事前にお知らせいたします。

４．サービスの提供にあたって

(１)サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。

(２)利用者が要介護認定を受けていない場合には、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。
(３)医師及び理学療法士は、医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、通所リハビリテーション計画を作成します。居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成します。作成した計画について、利用者又は家族に説明し、同意を得た上で、利用者に交付します。計画に従ったサービスの実施状況及びその評価について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師に報告します。
５．個人情報の保護と秘密の保持について

(１)当事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。
(２)当事業者が得た利用者又はその家族の個人情報については、サービス提供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者又はその家族の同意を得るものとします。

(３)当事業者及び従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後も継続します。
６．虐待防止について

当事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

(１)虐待防止に関する責任者を選定しています。（虐待防止に関する責任者：佐久間研司）
(２)虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催しています。
(３)虐待防止のための指針の整備をしています。

(４)従業者に対して虐待を防止するための研修会を定期的に実施しています。
７．身体拘束について

(１)利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束を行いません。

(２)身体的拘束を行う場合には、利用者又は利用者の家族に同意を得るとともに、態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

８．衛生管理等について
(１)サービス提供職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。

(２)事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。
(３)当事業者は、感染症が発生し又はまん延しないように、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

　　・感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催しています。

　　・感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

　　・従業者に対して感染症の予防及びまん延防止のための研修会を定期的に実施しています。
９．業務継続計画の策定等について

(１)感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する通所リハビリテーションの提供を継続し、非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。

(２)従業者に対して、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。

(３)定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

１０．自然災害時の対応について
地震や台風、大雪などの災害によって送迎が困難である場合や連絡がつきにくい状況等の場合においては、急遽サービスを中止させていただく場合があります。予めご了承ください。その後の対応につきましては、連絡がつき次第従業者を通して安否確認を行い今後のサービス再開について説明を行います。サービス復旧の目処が立った段階でサービスの再開を行いますが、長期間にわたり復旧が困難であると判断した場合には、他事業所への紹介を行う場合があります。

１１．キャンセルについて

利用者がサービスの利用をキャンセルする際には、速やかに当事業所までご連絡ください。

１２．サービス提供に関する相談、苦情についての窓口
提供した通所リハビリテーションに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。
	窓口責任者
	佐久間　研司

	連絡先
	電話：０８５９－３０－２０００（９時００分～１９時００分）


１３．緊急時及び事故発生時の対応方法について
従業者は、通所リハビリテーション等の提供中に利用者の病状に急変が生じた場合等には、速やかに主治医に連絡を取るなど必要な措置を講じるとともに、当事業所の管理者に報告します。

また、通所リハビリテーション等の提供により事故が発生した場合は、利用者の家族、当事業所の管理者、利用者に関わる居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
	主 治 医
	病 院 名

及び

所 在 地
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	緊急連絡先

（家族等）
	氏名（続柄）
	

	
	住　　所
	

	
	電話番号
	


１４．重要事項説明の年月日

	重要事項説明の年月日
	西暦　　　　　年　　　　　月　　　　　日


通所リハビリテーションを実施するにあたり、利用者に対して、契約書及び重要事項説明書に基づいて重要な事項を説明しました。
	所在地
	鳥取県米子市長砂町５９－１

	事業者
	さくま内科・脳神経内科クリニック  　  印

	説明者
	氏名　                           　　 印


私は、契約書及び重要事項説明書に基づいて、通所リハビリテーションについての重要事項の説明を受け、通所リハビリテーションをさくま内科・脳神経内科クリニックにて受けることに同意します。

	利用者
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　 　　印

	代理人
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　 　　印


個人情報に関する同意書

さくま内科・脳神経内科クリニック　　様

通所リハビリテーションサービス実施に必要な、私または家族の個人情報を、さくま内科・脳神経内科クリニックが必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。

西暦　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　

利用者　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

代理人　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
